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島根県ギャンブル等依存症関連問題に取り組む民間団体支援事業費補助金 

交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 島根県ギャンブル等依存症関連問題に取り組む民間団体支援事業費補

助金（以下「補助金」という。）については、補助金等に係る予算の執行の適

正化に関する法律（昭和30年法律第179号）及び補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号。以下「適正化令」という。）

並びに補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）の定めによるほか、こ

の要綱の定めるところにより、予算の範囲内において交付する。 

 

（交付の目的） 

第２条 補助金は、厚生労働省の地域生活支援促進事業実施要綱の「ギャンブル

等依存症に関する問題に取り組む民間団体支援事業実施要領」に基づき、ギャ

ンブル等依存症（ギャンブル等（法律の定めるところにより行われる公営競技、

ぱちんこ屋に係る遊技その他の射幸行為をいう。）にのめり込むことにより日

常生活又は社会生活に支障が生じている状態を指す。）を抱える当事者が健康

的な生活を営むことができるよう、ギャンブル等依存症に関する問題の改善

に取り組む民間団体（以下「民間団体」という。）の活動を支援することを目

的とする。 

 

（交付対象民間団体） 

第３条 補助金の交付対象となる民間団体は、ギャンブル等依存症に関する問

題の改善に取り組む民間団体のうち、次の各号に掲げる要件をすべて満たす

ものとする。 

（1） 県内に活動の拠点を置き、かつ、県内で活動を行う団体であること。 

（2） 社会福祉法人、特定非営利活動法人、公益社団法人、一般社団法人、公益

財団法人、一般財団法人、その他の法人格を有する団体又は任意団体であり、

１年以上の活動実績を有すること。 

 

（交付対象経費） 

第４条 補助金は、交付決定を受けた日の属する年度の４月１日から３月３１

日までの間に民間団体が実施するギャンブル等依存症に関する問題の改善に

資する事業について、別表１に掲げる事業の実施にかかる経費を交付の対象

とする。 

２ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、交付対

象から除くものとする。 

(1） 国、地方公共団体が実施する既存の補助制度等により、既に当該事業の全

部又は一部について負担若しくは補助されている事業。 

(2） 専ら営利を目的とする事業。 
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(3） 主に政治、宗教、組合等の運動の手段として行う事業。 

(4） その他、第２条に規定する目的に照らし、補助の対象としてふさわしくな

いと認められる事業。 

３ 第１項の規定にかかわらず、民間団体の運営のための経費は、補助対象から

除くものとする。 

 

（交付額の算定方法） 

第５条 補助金の交付額は、前条に規定する対象経費の実支出額の合計額と基

準額のいずれか低い額とし、1,000円未満の端数が生じた場合はこれを切り捨

てるものとする。 

 

（交付の条件） 

第６条 この補助金の交付の決定には、次の各号の条件が付されるものとする。 

 (1) 事業に要する経費の配分の変更をする場合（軽微な変更を除く。）は、知

事の承認を受けなければならない。 

(2) 事業内容を変更する場合（軽微な変更を除く。）は、知事の承認を受けな

ければならない。 

  (3) 事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければなら

ない。 

(4) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場

合には、速やかに知事に報告して、その指示を受けなければならない。 

(5) 事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価30万円以上の機械、

器具及びその他の財産については、適正化令第14条第１項第２号の規定に

より厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けな

いでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

担保に供し又は廃棄してはならない。 

(6) 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、

その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

(7) 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後に

おいても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運

用を図らなければならない。 

(8) 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び

支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確

定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた

日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、

事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価30万円以上の財産があ

る場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は

適正化令第14条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間

を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

 (9) 上記の他、事業の実施については、島根県ギャンブル等依存症関連問題
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に取り組む民間団体支援事業実施要領の定めによるところとする。 

 

（交付申請） 

第７条 民間団体は、補助金の交付を受けようとするときは、別紙様式１による

交付申請書に関係書類を添えて、別に定める日までに知事に申請するものと

する。 

  なお、民間団体は、申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れ

に係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相

当する額のうち、消費税法（昭和 63年法律第 108号）に規定する仕入れに係

る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25年法

律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率

を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場

合には、これを減額して申請しなければならない。 

  ただし、申請時において消費税等相当額が明らかでない場合においては、こ

の限りではない。 

 

（交付の決定及び通知） 

第８条 知事は、前条の規定による交付申請があったときは、その内容を審査の

上、補助金の交付を決定するものとし、補助金の交付を決定したときは、当該

民間団体に対し別紙様式２により通知するものとする。 

 

（補助金の概算払） 

第９条 知事は、第２条に規定する目的を達成するために必要があると認める

ときは、民間団体に対し、補助金等の全部又は一部を概算払いにより交付する

ことができる。 

 

（実績報告） 

第10条 この補助金の実績報告は、民間団体における当該年度の事業が完了し

たときは、交付決定を受けた日の属する年度の翌年度の４月末日までに（第６

条第３号により、事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は、当該承認通知を

受理後速やかに）、別紙様式３による報告書を知事に提出して行わなければな

らない。 

  なお、民間団体は、第７条に定めるところにより交付の申請を行った場合に

おいて、実績報告書を提出するに当たって当該補助金の仕入れに係る消費税

等相当額が明らかになったときには、これを補助金から減額して報告しなけ

ればならない。 

 

（補助金の額の確定及び返還） 

第11条 知事は、前条の事業実績報告に基づき交付すべき補助金の額を確定し

た場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を



4 

定めて、その超える部分について県に返還することを命ずる。 

 

（消費税仕入控除税額の確定に伴う交付金の返還） 

第12条 民間団体は、第７条に定めるところにより交付の申請を行った場合に

おいて、実績報告書を提出した後に、消費税及び地方消費税の申告により当該

交付金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合（仕入れに係る消

費税等相当額が０円の場合を含む。）は別紙様式４により速やかに、遅くとも

事業完了日の属する年度の翌々年度５月末日までに知事に報告しなければな

らない。 

  なお、当該補助金の仕入れに係る消費税等相当額があることが確定した場

合には、当該仕入れに係る消費税等相当額を県に返還しなければならない。 

 

 

附 則 

第１条 この要綱は令和７年９月１０日から施行し、令和７年４月１日から適

用する。 
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別表１ （第４条関係） 

区  分 基準額 対象経費 補助率 

(1) ミーティング活動 

ギャンブル等依存症を抱える

者やその家族が互いの悩みを共

有することや、情報交換ができる

交流活動の実施。 

（例：ミーティング会場を確保し

ての交流など） 

100,000円 

※区分(1)～(4)

合計 

 

事業実施に

必要な報酬、

賃金、報償

費、旅費、需

用費（消耗品

費、燃料費、

食糧費、印刷

製本費、光熱

水費、修繕

費）、役務費

（通信運搬

費、保管料、

広告料、手数

料）、委託料、

使用料及び

賃借料、備品

購入費 

10/10 

(2) 情報提供 

ギャンブル等依存症を抱える

者やその家族の問題の解決に資

する情報提供の実施。 

（例：医療、保健、行政等の専門機

関の情報提供など） 

(3) 普及啓発活動 

ギャンブル等依存症に関する

普及啓発活動の実施。 

（例：ギャンブル等依存症の理解

を促進する刊行物発行な

ど） 

(4) 相談活動 

ギャンブル等依存症に関する

問題の相談を受ける活動の実施。 

（例：会場を確保しての相談対応、

家族教室の開催など） 
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（別紙様式１） 

 

第 号 

令和   年   月   日 

 

   島根県知事 丸 山 達 也  様 

 

                      （所在地） ○○○○○○○ 

（団体名） ○○○○○ 

                      （代表者） ○○ ○○  

                      （連絡先） ○○○○－○○－○○○○ 

 

令和  年度 島根県ギャンブル等依存症関連問題に取り組む民間団体支援事業費補助金の 

交付申請について 

 

 

 標記について、関係書類を添えて次のとおり申請する。 

 

 

 

 

１ 交付申請額          金            円 

 

 

２ 島根県ギャンブル等依存症関連問題に取り組む民間団体支援事業費所要額調書（別紙１） 

 

 

３ 島根県ギャンブル等依存症関連問題に取り組む民間団体支援事業実施計画書（別紙２） 

 

 

４ 添付書類 

（１）定款、寄付行為、会則その他の団体の根本規則を記載した文書 

（２）歳入歳出予算（見込み）書抄本 

（３）その他参考となる書類 
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別 紙 １ 

 

 

令和  年度 島根県ギャンブル等依存症関連問題に取り組む民間団体支援事業費所要額調書 

 

 

 

 

事業実施に要する経費の支出予定額 

 

（Ａ） 

 

 

補助金交付基準額 

 

（Ｂ） 

 

補助金所要額 

（ＡとＢを比較して少ない方の額） 

 

（Ｃ） 

円  円  円  
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別 紙 ２ 

 

令和  年度 島根県ギャンブル等依存症関連問題に取り組む民間団体支援事業 

実施計画書 
 

区分 実施内容 支出予定額 

(1) ミーティング 

活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

（円） 

（内訳） 

(2) 情報提供  

 

 

 

 

 

 

 

（円） 

（内訳） 

(3) 普及啓発活動  

 

 

 

 

 

 

 

 

（円） 

（内訳） 

(4) 相談活動  

 

 

 

 

 

 

 

（円） 

（内訳） 

※実施内容は、人数や回数など規模がわかるように具体的に記載してください。 
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（別紙様式２） 

 

障第    号 

 

令和  年度 島根県ギャンブル等依存症関連問題に取り組む民間団体支援事業費補助金 

交付決定通知書 

 

 

                         （民間団体 代表者） 様 

 

 

 令和  年  月  日付け  第  号で申請のあった令和  年度島根県ギャンブル等依

存症関連問題に取り組む民間団体支援事業費補助金については、島根県ギャンブル等依存症関連

問題に取り組む民間団体支援事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第８条の規定に

より、次のとおり交付することに決定したので通知する。 

 

 

  令和  年  月  日 

 

 

島根県知事  丸 山 達 也 

 

 

 １．補助金の交付の対象となる経費は、交付要綱第４条に定める経費である。 

 

 ２．補助金の額は、次のとおりである。ただし、交付対象経費の内容が変更された場合におい

て、補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによるものとする。 

 

   補助金の額  金             円 

 

 ３．この補助金は、交付要綱の第６条に掲げる事項を条件として交付するものである。 

 

 ４．補助対象事業に係る実績報告は、交付要綱第10条に定めるところにより行わなければなら

ない。 

 

 ５．この交付決定の内容又は条件に不服がある場合は、補助金等交付規則第７条の規定により、

この通知を受理した日から起算して７日以内に、申請の取り下げをすることができる。 
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（別紙様式３） 

 

第    号 

令和  年  月  日 

 

  島根県知事 丸 山 達 也  様 

 

                      （所在地） ○○○○○○○ 

（団体名） ○○○○○ 

                      （代表者） ○○ ○○  

                      （連絡先） ○○○○－○○－○○○○ 

 

 

令和  年度 島根県ギャンブル等依存症関連問題に取り組む民間団体支援事業費補助金の 

実績報告について 

 

 

 標記について、関係書類を添え次のとおり報告する。 

 

 

 

 

１ 交付精算額          金          円 

 

 

２ 事業実施経費精算書（別紙１） 

 

 

３ 事業実施状況報告書（別紙２） 

 

 

４ 添付書類 

（１）歳入歳出決算（見込）書抄本 

（２）関係する証拠書 

（３）その他参考となる書類 
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別 紙 １ 

 

 

事 業 実 施 経 費 精 算 書 

 

事業実施に要した経費の実支出額 交付決定額 補助金受入済額 

円  円  円  
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別 紙 ２ 

 

令和  年度 島根県ギャンブル等依存症関連問題に取り組む民間団体支援事業 

実施状況報告書 
 

区分 実施内容 支出済額 

(1) ミーティング 

活動 

 

 

 

 

 

 

 

（円） 

（内訳） 

(2) 情報提供  

 

 

 

 

 

 

 

（円） 

（内訳） 

(3) 普及啓発活動  

 

 

 

 

 

 

 

 

（円） 

（内訳） 

(4) 相談活動  

 

 

 

 

 

 

 

 

（円） 

（内訳） 

※各経費にかかる証拠書の写しを添付してください。 

※実施内容は、人数や回数など規模がわかるように具体的に記載してください。 
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（別紙様式４） 

番         号 

令和  年  月  日 

 

島根県知事 丸 山 達 也 様 

 

                      （所在地） ○○○○○○○ 

（団体名） ○○○○○ 

                      （代表者） ○○ ○○  

                      （連絡先） ○○○○－○○－○○○○ 

 

令和   年度島根県ギャンブル等依存症関連問題に取り組む民間団体支援事業費補助金に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

令和  年 月 日付け障第  号により交付決定があった令和 年度島根県ギャンブ

ル等依存症関連問題に取り組む民間団体支援事業費補助金に係る消費税及び地方消費税

に係る仕入控除税額については、島根県ギャンブル等依存症関連問題に取り組む民間団体

支援事業費補助金交付要綱の第 12条の規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第15条に基

づく額の確定又は事業実績報告額 

金    円 

 

２ 補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税額 

金    円 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額 

金    円 

 

４ 補助金返還相当額 

金    円 

  

（※）記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる

資料、特定収入の割合を確認できる資料）を添付する。 

 
 


